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１ 市民税５％減税の概要と検証方法 
 

（１）市民税５％減税の概要 
 
  ア 減税の目的 
 
    現下の経済状況に対応し、「市民生活の支援」及び「地域経済の活性

化」を図るとともに、「将来の地域経済の発展」を図る。 
 
  イ 減税の方法 
 
  （ア）個人市民税及び法人市民税を対象に、それぞれ名古屋市市税条例

に規定する税率を一律５％引き下げる。 
 
  （イ）個人市民税は平成24年度以後の年度分から、法人市民税は平成24

年４月１日以後に終了する事業年度分から適用する。 
 

  ウ 減税による減収額 

                           （単位：百万円） 

区 分 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

個 人 
市民税 △6,856 △7,890 △7,948 △8,161 △8,383 △8,521

法 人 
市民税 △1,437 △3,190 △3,669 △3,548 △3,341 △3,180

合 計 △8,293 △11,080 △11,617 △11,709 △11,724 △11,701

 
 （注）平成24年度から平成28年度は決算額、平成29年度は予算額である。 

 

（２）市民税５％減税の検証方法 
 
  ア 名古屋市市民税減税条例第１条に規定されている減税の目的を踏ま

えて検証を行った。 
 
  イ 具体的には、「市民生活の支援」に寄与しているかどうかを把握す

るため個人に対するアンケート調査を、また「地域経済の活性化」及

び「将来の地域経済の発展」に寄与しているかどうかを把握するため、

法人に対するアンケート調査とマクロ計量モデルに基づくシミュレー

ション分析を実施した。 
 
  ウ アンケートやシミュレーションの結果について、客観的に分析した。 
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２ 個人に対するアンケート調査 
 

（１）調査の概要 
 
   市民経済局が所管する「市政アンケート」を活用して調査を行った。 
 
  ア アンケート期間 

    平成29年７月４日（火）～平成29年７月18日（火） 
 
  イ 対象者 

    住民基本台帳を基に無作為抽出した満18歳以上の市民 2,000 人 
 
  ウ 調査方法 

    郵送 
 
  エ 回収率 

    43.4％（対象者 2,000 人のうち 867 人） 

 

（２）調査の結果 
 
   アンケートの主な内容と結果は次のとおりである。 

   なお、平成22年10月及び平成26年７月にも市政アンケートを活用して

同趣旨のアンケートを実施していることから、その結果についても併記

する。 

 

① 名古屋市が市民税について５％減税を実施していることを知ってい

ますか。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

62.7 

30.7 

6.6 

63.5 

34.3 

2.3 

77.3 

20.3 

2.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

知っている

知らない

無回答

今回

平成26年度

平成22年度

（％）

（N=931） 

（N=1,116）

（N=867）
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② あなたは、市民税５％減税による減税額を、どのように使いました

か。（使う予定がありますか。）（○はいくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 市民税５％減税について、ご意見がございましたら、ご自由にお書

きください。 

 

  ・減税されることは助かります。集めた市民税をむだなくいいお金の使

い方をしてほしいと思います。 
 
  ・健康保険料、介護保険料が上がっているので市民税５％減税は有難い。 
 
  ・自分の５％は少額ではありますが給与所得者にとって少しでも税が戻

ってくるのはとてもありがたいことです。お金持ちの減税に反対され

る意見もありますがお金持ちは元々納める税率も高いので５％減税し

てもやむを得ないと思います。市の財政も大変とは思いますが使いみ

ちを工夫してがんばって頂けたらと思います。 
 
  ・所得が低い人の５％はほとんど意味がないように思われます。 
 
  ・減税は金持ちにメリットがあるので、続けるべきではない。 

   その分、市民サービスの施策を増やすべきだと思う。 
 
  ・減税することで、現在の負担は減るが、これから高齢化で予算の増大

54.8

2.9

1.8

6.0

37.9

1.3

51.4

4.3

0.3

4.7

36.2

4.7

62.6 

4.7 

0.5 

5.6 

27.1 

1.9 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

日常の生活費の中で使った（使う予定である）

旅行・レジャー、外食など日常の生活費とは分

けて使った（使う予定である）

寄附した（寄附する予定である）

預貯金した（する予定である）

わからない

無回答

今回

平成26年度

平成22年度

（％）

（N=599）

（N=792）

（N=549）
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が見込まれているのに、このようなことをしている場合ではないと思

う。これらの債務であったりを減らす為にもむしろ、増税すべきでは

ないか。確かに、増税は反対されるし、経済状況が苦しくなるかもし

れないが、将来世代の負担を考えて欲しい。 
 
  ・日常生活にて実感することが少ないので、評価が難しい。 
 
  ・減税効果がわからない。減税分の市政への影響がわからない。 
 
  ・市の財政に問題がないなら継続すべき。 

 

（３）調査結果に基づく分析 
 
   調査結果について、統計学上の一定の分析手法に基づいて分析したと

ころ、次のような結果が得られた。 
 

  ア 市民税５％減税の認知度 
 
  （ア）年齢階層別の認知度 
 
     29歳以下の認知度が他の年齢層と比較して低く、60歳代は高い状

況にある。 
 

  （イ）減税額階層別の認知度 
 
     認知度について、減税額の階層による差異はない。 
 

  （ウ）市民全体の認知度の推定 
 
     今回のアンケート結果（認知度67.2％）に基づき、18歳以上の市

民全体の認知度を推定すると、64.0％から70.4％の範囲内にある。 
 

  イ 減税相当額の使途 
 
  （ア）年齢階層別の使途状況 
 
     29歳以下は「日常の生活費」と回答した者の割合が少なく、「日常

の生活費」以外の項目を選択した者の割合が高い。 
 

  （イ）減税額階層別の使途状況 
 
     「日常の生活費」と回答した者の割合について、減税額の階層に

よる差異はない。 
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３ 法人に対するアンケート調査 
 

（１）調査の概要 
 
   調査票の発送及び回収並びに集計に関する業務については委託して、

以下のとおり実施した。 
 
  ア アンケート期間 

    平成29年６月28日（水）～平成29年７月31日（月） 
 
  イ 対象者 

業種別、規模別に無作為抽出した市内に事務所等を有する法人

 2,000 社 
 
  ウ 調査方法 

    郵送 
 
  エ 回収率 

    29.2％（対象者 2,000 社のうち 583 社） 

 

（２）無作為抽出した 2,000 社の業種別・規模別内訳 
 
    2,000 社の業種及び資本金の状況が、平成27年度に本市に法人市民税

の申告書を提出した89,316社（うち資本金１億円超は 5,881 社（ 6.6 ％））

の業種及び資本金の状況と概ね同じになるように抽出した。 

 

（３）調査の結果 
 
   アンケートの主な内容と結果は次のとおりである。 

   なお、平成26年７月にも同趣旨のアンケートを実施していることから、

その結果についても併記する。 
 

① 名古屋市が法人の市民税について５％減税を実施していることを

知っていますか。（○は１つだけ） 

 

 

 

 

 

 

65.7 

33.3 

1.0 

75.2 

24.5 

0.2 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

知っている

知らない

無回答

今回(N=583)
前回(N=428)

（％）
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② 貴社は市民税５％減税相当額をどのように活用しましたか。（○は

いくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 市民税５％減税について、ご意見がございましたら、ご自由にお

書きください。 

 

  ・名古屋市財政の無駄な部分を削ってできるだけ継続して欲しい。 
 
  ・中小企業は時々刻々と経営状況が変化し、先の見通しが難しく一寸先

は闇だと感じながら従業員を路頭に迷わす事のないよう毎年度できる

限りの努力をしている。年度末に支払う法人税はその後の経営を大き

く圧迫するので少しでも税金が軽減される事は本当に有難い。 
 
  ・たとえ５％の減税でも減税しようとする気持が大事だと思います。 
 
  ・もっと法人や勤労人口が利益を出す事に対しメリットの大きい政策を

して頂きたい。 
 
  ・減税よりも福祉や公共事業を充実させて欲しい。減税より街路樹や道

路が放置状態になったりする方が耐えられない。 
 
  ・反対。市町村並にしっかり取れるものは取って社会的弱者の救済にま

わしてほしい。特に企業向けは即刻廃止すべき。大企業に迄、なぜ減

54.1

15.8

9.8

0.9

3.9

0.5

2.3

17.4

8.4

51.5

14.8

7.6

0.3

4.7

0.3

2.9

23.5

5.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

経常的な支払い

内部留保

従業員等の給与増や雇用の拡大

製品・サービス価格の引下げ

借入金の返済

寄附

その他

わからない

無回答

今回(N=438)

前回(N=344)

（％）
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税するのか。 
 
  ・減税されるのは良いことのように聞こえるが減税分の財源をどういっ

た形で補てんされるのかが気になる。 
 
  ・現状均等割の納税額なので５％減税についてはあまり実感がない。減

税をする一方で市債を発行するのであれば結果として将来若い世代の

市民に負担を先送りすることになりかねないかと考えます。市の税収

が潤沢であれば減税は歓迎したい。 
 
  ・市民にどれだけメリットがあるのかわかりにくい。法人にどれくらい

メリット・デメリットがあるのも…。 

 

（４）調査結果に基づく分析 
 
   調査結果について、統計学上の一定の分析手法に基づいて分析したと

ころ、次のような結果が得られた。 
 
  ア 市民税減税の認知度 
 
  （ア）業種別の認知度 
 
     認知度について、業種による差異はない。 
 
  （イ）資本金別の認知度 
 
     認知度について、資本金の額による差異はない。 
 
  （ウ）減税額階層別の認知度 
 
     認知度について、減税額の階層による差異はない。 
 
  （エ）法人全体の認知度の推定 
 
     今回のアンケート結果（認知度66.4％）に基づき、市内に事務所

等がある法人全体の認知度を推定すると、62.5％から70.3％の範囲

内にある。 
 
  イ 減税相当額の使途 
 
  （ア）業種別の使途状況 
 
     減税相当額の使途について、業種による差異はない。 
 
  （イ）資本金別の使途状況 
 
     減税相当額の使途について、資本金の額による差異はない。 
 
  （ウ）減税額階層別の使途状況 
 
     減税相当額の使途について、減税額の階層による差異はない。 
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４ マクロ計量モデルによる経済的影響の 

  シミュレーション分析 
 

（１）調査の概要 
 
   計量モデルに基づき、市民税５％減税を平成24年度から10年間、継続

して実施した場合に、市民経済計算における代表的な指標である市内総

生産（名目）、民間最終消費支出（名目）及び企業所得に与える影響と、

人口の社会増減数及び税収に与える影響について、調査会社に委託して

分析した。 

 

（２）計量モデルの概要 
 
   平成26年度に実施したシミュレーション分析において使用した名古屋

市計量モデルをベースとした上で、各推計式の基礎となる実績データに

ついては、市民税５％減税実施後の平成24年度から平成26年度までの３

年分を追加するとともに、一部の統計数値が更新されたことを反映した。

それに伴い、モデルの内容も一部更新した。また、実績値と推計値の誤

差が大きいことが課題だった人口の社会増減の推計式について改良を行

った。 

 

（３）計量モデルに基づくシミュレーション分析の結果 
 
  ア 分析の前提 
 
    平成24年度以後に市民税５％減税とそれに伴う歳出削減を継続的に

実施するケース（Ⅰ）と、市民税５％減税とそれに伴う歳出削減を実

施しないと仮定したケース（Ⅱ）の各推計値を比較した。 

    なお、平成26年度に実施した検証においては、市民税５％減税を実

施しないと仮定した場合のシミュレーションにあたって、減税による

減収分を市の歳入に戻し入れ、それを市民経済計算のデータから把握

できる政府最終消費支出と公的総固定資本形成の割合で按分して支出

するものとしていたが、実際の財政運営にあたっては、減税による減

収分を投資的経費に充当する場合、税収のみではなく、国庫支出金な

どの特定財源も活用することが一般的であることから、今回はその点

も考慮に入れて、一定の仮定を置いた前提のもとで特定財源を活用す

る場合のシミュレーションを行った。 
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区  分 分 析 の 前 提 

[ケースⅠ] 

 平成24年度以後、市民税５％

 減税を継続的に実施 

減税  ５％減税を実施 

歳出  政府支出は計量モデルによる推計値

[ケースⅡ] 

 平成24年度以後、市民税５％

 減税を実施しない 

減税  実施しない 

歳出
 計量モデル上の政府支出に減税相当

額と国庫支出金等相当額を上乗せ 

 

  イ 分析の結果 
 

区  分 
〔ケースⅠ〕

減税あり 
Ａ 

〔ケースⅡ〕

減税なし 
Ｂ 

 

差 引 
Ａ－Ｂ 

①名目市内総生産 
4.27％  

(0.42％) 

4.58％   

(0.45％)  

△0.31％  

(△0.03％) 

②名目民間最終消

費支出 

5.94％  

(0.58％) 

6.50％   

(0.63％)  

△0.56％  

(△0.05％) 

③企 業 所 得 
14.81％  

(1.39％) 

16.50％   

(1.54％)  

△1.69％  

(△0.15％) 

④人口の社会増減 
87,490人  

(8,749人) 

88,717人   

(8,872人)  

△1,227人  

(△123人) 

⑤税 収 
0.47％  

(0.05％) 

3.04％   

(0.30％)  

△2.57％  

(△0.25％) 

 

個 人 市 民 税 
0.41％  

(0.04％) 

6.27％   

(0.61％)  

△5.86％  

(△0.57％) 

法 人 市 民 税 
16.03％  

(1.50％) 

22.54％   

(2.05％)  

△6.51％  

(△0.55％) 

 

   （注）１ 各指標について、平成24年度から平成33年度までの10年間

の伸び率をシミュレーションしたものである。 

      ２ （ ）内の数値は年平均（幾何平均）の伸び率である。 
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 （参考）平成26年度に実施したシミュレーション分析と同条件の分析結果 

 
 
  ア 分析の前提 
 

区  分 分 析 の 前 提 

[ケースⅠ] 

 平成24年度以後、市民税５％

 減税を継続的に実施 

減税  ５％減税を実施 

歳出  政府支出は計量モデルによる推計値

[ケースⅡ-②] 

 平成24年度以後、市民税５％

 減税を実施しない 

減税  実施しない 

歳出
 計量モデル上の政府支出に減税相当

額を上乗せ 

 

  イ 分析の結果 
 

区  分 
〔ケースⅠ〕

 
Ａ 

〔ケースⅡ-②〕 

 
Ｂ 

 

差 引 
Ａ－Ｂ 

①名目市内総生産 
4.27％  

(0.42％) 

2.92％   

(0.29％)  

1.35％  

(0.13％) 

②名目民間最終消

費支出 

5.94％  

(0.58％) 

3.41％   

(0.34％)  

2.53％  

(0.24％) 

③企 業 所 得 
14.81％  

(1.39％) 

9.84％   

(0.94％)  

4.97％  

(0.45％) 

④人口の社会増減 
87,490人  

(8,749人) 

81,501人   

(8,150人) 

5,989人  

(599人) 

⑤税 収 
0.47％  

(0.05％) 

2.71％   

(0.27％)  

△2.24％  

(△0.22％) 

 

個 人 市 民 税 
0.41％  

(0.04％) 

5.73％   

(0.56％)  

△5.32％  

(△0.52％) 

法 人 市 民 税 
16.03％  

(1.50％) 

21.33％   

(1.95％)  

△5.30％  

(△0.45％) 
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５ 市民税５％減税に関する検証結果 
 

 市民税５％減税の目的である「市民生活の支援」、「地域経済の活性化」

及び「将来の地域経済の発展」という観点からアンケート調査や計量モデル

によるシミュレーション分析の結果を整理すると、以下のとおりである。 

 

（１）市民生活の支援 
 
   個人に対するアンケート調査の結果、減税相当額の使途について、回

答者の５割以上が「日常の生活費」と回答しており、「旅行・レジャー、

外食など日常の生活費以外」と回答した者は５％以下であるため、一定

程度、「市民生活の支援」に寄与したのではないかと考えられる。 

   なお、自由意見の中には、「減税されることは助かります。集めた市

民税をむだなくいいお金の使い方をしてほしいと思います。」「所得が

低い人の５％はほとんど意味がないように思われます。」「日常生活に

て実感することが少ないので、評価が難しい。」などの意見があった。 

 

（２）地域経済の活性化及び将来の地域経済の発展 
 
  ア 法人に対するアンケート調査の結果、減税相当額の使途について、

５割以上の法人が「経常的な経費」と回答している一方、「従業員等

の給与増や雇用の拡大」や将来的な投資の原資となる「内部留保」と

回答した法人は３割以下となっていることから、市民税５％減税は、

企業活動を下支えする要素の一つにはなっているものの、新たな投資

や雇用の拡大に対するインセンティブとしては、十分機能していると

は言えないと考えられる。 
 
  イ 計量モデルによるシミュレーション分析の結果、市民税５％減税を

実施しなかったと仮定した場合における10年間の市内総生産（名目）

や民間最終消費支出（名目）、企業所得の伸び率は、今回は政府支出

に減税相当額に加え、一定の仮定を置いた前提のもとで国庫支出金等

を上乗せしたことにより、市民税５％減税を継続して実施した場合に

おける伸び率をいずれも上回る結果となったが、市民税５％減税にも

可処分所得や人口の増加などによる一定の経済効果が認められており、

市内総生産の伸び率を例に見れば、その差は10年間で0.31％程度、年

平均では0.03％程度であった。 

    なお、市民税５％減税を継続して実施した場合と、市民税５％減税
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を実施しなかったと仮定し、減税相当額のみを政府支出に上乗せした

場合の比較では、減税を実施した場合における10年間の市内総生産（名

目）や民間最終消費支出（名目）、企業所得の伸び率が、減税を実施

しなかったと仮定した場合における伸び率をいずれも上回っており、

市内総生産（名目）の伸び率を例に見れば、その差は10年間で1.35％

程度、年平均では0.13％程度であった。 
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（３）会議の開催状況 
 
  ア 第１回（平成29年5月9日） 

    市民税５％減税の検証方針及び検証方法について 

 

  イ 第２回（平成29年8月22日） 

    検証作業の進捗状況について 

    個人を対象としたアンケート調査の結果について 

 

  ウ 第３回（平成29年11月13日） 

    市民税５％減税検証報告書（案）について 


